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新設分割の方法によるいわゆる第二会社に
対する法人格否認に関する一考察
高　岸　直　樹
A Discussion on Piercing the Corporate Veil against a
so-called Secondary
Corporation by a Company in Incorporation-type Split
Naoki TAKAGISHI
要　旨
　事業再生において、会社分割を用いた第二会社方式を用いることがあるが、なかには第二会社
に資産の大半を移転する一方、第一会社に債務の大半を置き去りにする詐害的な会社分割の事案
が見受けられる。このような事案では、債権者が第二会社に債務の履行を求め、法人格否認の法
理の適用や詐害行為取消権の行使を主張することがある。本稿は、法人格否認の法理の適用を認
めた東京地判平成24年７月23日の事案をとりあげ、まず、原告が主張した法人格否認の法理の
適用と、詐害行為取消権の行使との関係について整理した後、法人格の濫用事例における「支配
の要件」「目的の要件」について事案を参照しつつ検討する。そもそも第二会社方式は債務の削
減を図るものではあるが、これが法人格の濫用にあたるのではない。債権者との信義、債権者平
等原則、債権者の経済的利益の確保、執行免脱にあたる行為の有無から、「目的の要件」の有無
を認定すべきと考える。
　キーワード：第二会社方式　詐害的会社分割　法人格否認の法理　目的の要件
Summary
　　The secondary corporation method based on incorporation-type split is sometimes used to 
revitalize business. You can find some fraudulent company split cases; a corporation transfers 
most of the assets to the secondary corporation and leaves most of the debts in the primary 
corporation. In these cases, the creditor may insist on the application of the doctrine of piercing 
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the corporate veil and the exercise of the action paulienne in order to require the secondary 
corporation the performance of obligation.  The author focuses on the case that the Tokyo 
District Court acknowledged the application of the doctrine of piercing the corporate veil on July 
23rd, 2012 and clarifies the relation between the application of the doctrine of piercing the 
corporate veil and the exercise of the action paulienne on the plaintiff ’s case to discuss the 
“requirements for domination” and the “requirements for purpose” in the cases where abuse of 
the corporate entity was found. In fact, the secondary corporation method is used to reduce the 
debts, which does not mean abuse of the corporate entity. The “requirements for purpose” should 
be identified in consideration of presence or absence of good faith with creditors, the principle of 
equality among creditors, ensured economic benefits and evasion of execution.  
　Key words： Secondary corporation system, fraudulent company split, doctrine of piercing the 
corporate veil, requirements for purpose
一、はじめに
　事業から得るキャッシュフローに比して債務が過剰な会社を再生するにあたり、再生を要する
会社の優良な事業とその事業に係る資産及び債務を、当該会社（第一会社）より第二会社に継承
し、第一会社は特別清算等法的整理する、いわゆる第二会社方式を用いることがある。この方法
では第二会社に継承されない債務については第一会社に残り、第一会社の法的整理により債務は
切り捨てられることとなる。このことは、第一会社に対する債権が、第二会社に継承されるか否
かにより、当該債権の回収額は大きく異なることとなる。そこで、本来、債権が縮減される債権
者の同意を得て第二会社方式が用いられることが望ましいのであるが、現行法上、第一会社に留
まる債権者の同意が必要とされていない。このため、近時、債権者に秘匿したまま、債務者が第
二会社方式による再生を図り、しかも、金融機関等との取引による債務の大半を第一会社に置き
去りにして、弁済を事実上免れる詐害的な事案が見受けられる。
　この第二会社方式で、第二会社に資産等を移転するには、現物出資、事業譲渡、会社分割の手
法があるが、詐害的な第二会社方式に対しては、債権者が第二会社から債権を回収するため、会
社法22条１項類推適用、民法424条の詐害行為取消権、一般法理である法人格否認の法理を主
張することがある。
　本稿で取り上げる東京地判平成24年７月23日金判1414号45頁の事案では、債務者が新設分
割の手法を用いて会社分割により第二会社に主な資産を承継させる一方、金融機関債務の大半を
第一会社に置き去りにしたところ、債権者が法人格否認の法理と詐害行為取消権を理由として債
務弁済を求めたものであり、裁判所は法人格否認の法理の適用を認めた。一の事案につき、法人
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格否認の法理と詐害行為取消権を理由とした請求は、両立が可能と解されている。しかし、法人
格否認の法理が一般法理であり拡張することに懸念も示されており、詐害行為取消権の適用場面
においては詐害行為取消権を用いるべきとの議論もあるところである。また、法人格否認の法理
は一般法理であるがゆえに、その具体的適用の場面においては、濫用事例で必要とされる支配要
件、目的要件の充足をどのように考えるのか問題がある。
　そこで、本稿では、この事案の検討を通じて、法人格否認の法理、詐害行為取消権について整
理し、法人格否認の法理の適用可能性を探ったうえで、第二会社方式での新設分割につき法人格
否認の法理が適用されるにあたり、その要件の充足について若干の考察を行うこととする。
二、東京地裁平成24年７月23日判決の概要
１．事実の概要
（１）　事案の概略
　X（株式会社東京都民銀行）が、Ｙ１（株式会社シュガーホールディングス（旧商号「株式会
社シュガー」））との間で、いわゆる通貨オプション取引及び事業資金融資を行ったところ、Ｙ１
が融資の分割返済を怠ったことから期限の利益を喪失した。この過程で、Ｙ１がいわゆる第二会
社方式による再生を図り、新設分割の方法を用いてY3を設立したが、Ｙ３はＹ１の事業を承継し
たものの、Ｙ３はＹ１の融資債務及びオプション取引に係る清算金債務を承継していない。かか
る状況のもと、Xが、①Ｙ１に対し、通貨オプション清算金（約１億8584万円）と融資残元利金（約
839万円）等の支払いを求め、②連帯保証人であるＹ１の代表取締役であるＹ２に対し、Ｙ１との
連帯支払いを求め、③Ｙ３に対し、Ｙ３の法人格否認、あるいは、本件新設分割を詐害行為とし
て取り消し得ることを理由に、いわゆる「選択的併合」の関係にある請求としてＹ１との連帯支
払いを求めて訴えた事案である。
　これに対し、Ｙらは、法人格否認、詐害行為というXの主張を否定するとともに、通貨オプショ
ン取引の勧誘に違法があり、XはＹ１に対し、Ｙ１の清算金支払債務と同額の損害賠償義務を負う
として両者を相殺する旨主張して争った。しかし、本稿では、Xの主張③にある法人格否認、詐
害行為取消に絞って検討することとする。
（２）　本件オプション取引締結の経過
　平成16年12月21日、XとＹ１は「本件オプション取引に関する約定」を合意し、Ｙ２は本件オ
プション取引により生じる一切の債務につきＹ１に連帯してその支払いを保証し、同日、以下の
通り、第１回の通貨オプション取引を行った。また、その後、平成19年６月26日から同年12月
28日にかけて、さらに３回、以下の通り、通貨オプション取引を行った。
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取引日
第１回
平成16年12月21日
第２回
平成19年６月26日
第３回
平成19年７月18日
第４回
平成19年12月28日
行使価格
1USDあたり 1USDあたり 1USDあたり 1USDあたり
99.80円 112.95円 111.90円 102.95円
取引金額
コール・オプション
につき１回10万ドル
コール・オプション
につき１回20万ドル
コール・オプション
につき１回10万ドル
コール・オプション
につき１回10万ドル
プット・オプション
につき１回20万ドル
プット・オプション
につき１回40万ドル
プット・オプション
につき１回20万ドル
プット・オプション
につき１回20万ドル
資金受渡日
平成17年２月22日を
第１回として、平成
19年11月までの３か
月ごと、合計12回
平成19年７月23日を
第１回として、平成
24年４月までの３か
月ごと、合計20回
平成19年８月13日を
第１回として、平成
24年５月までの３か
月ごと、合計20回
平成20年７月18日を
第１回として、平成
25年１月までの３か
月ごと、合計19回
権利行使日 資金受渡日の２日前 資金受渡日の２日前 資金受渡日の２日前 資金受渡日の２日前
取引の帰趨
ノックアウト条項に
より17年12月２日に
終了
Ｙ１ の期限の利益の
喪失によりXが解約、
反対取引を実施
Ｙ１ の期限の利益の
喪失によりXが解約、
反対取引を実施
Ｙ１ の期限の利益の
喪失によりXが解約、
反対取引を実施
（３）　金銭消費貸借契約の締結
　XはＹ１に対し、平成19年６月21日に7,000万円、平成20年２月22日に2,000万円、同年10月
15日に5,000万円、合計１億4,000万円を貸し付けた。なお、Ｙ２は、本件融資債務につきＹ１に
連帯してその支払いを保証している。
（４）　期限の利益の喪失と本件オプション取引の解約
　Ｙ１は平成21年３月頃から本件融資債務の支払いを、同年４月頃から本件第２回から第４回の
オプション取引に係る金銭の支払いを怠るようになったため、Xはこれらの支払いを求め、同年
６月26日までに履行なき場合には全ての取引につき期限の利益を喪失させる旨の通知を行い、
この期日の経過によりＹ１は期限の利益を失い、Xはオプション取引を解約し、権利行使日が到
来していないものについて反対取引を行った。この結果、Ｙ１には清算金の支払債務が生じたと
Xは主張している。
　なお、本件融資債務の一部については訴外保証協会が保証しており、同協会が代位弁済したほ
か、Ｙ１のXへの預金については対当額にて相殺されている。
（５）　Ｙ３を設立する新設分割までの経緯
　Ｙ１はXとの間で行っていた本件オプション取引のほかに、他のメガバンク３行とも同様の通
貨オプション取引を行っていたところ、いわゆるサブプライムローン問題、リーマンショック等
を契機に円高が進んだことから、通貨オプション取引による損失が増大し、売上の減少も影響し、
平成20年12月期決算で約6,228万円の営業損失、約１億2822万円の純損失を計上、約５億6211
万円の有利子負債を負担していた。21年１月中に約2,807万円、２月中に約4,457万円を返済し
たものの、１月中には約449万円、２月中には約1,700万円の税引後純損失を生じ、同年２月末
時点で約206万円の債務超過に陥っていた。このような状況から、Ｙ２は平成21年１月頃から金
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融機関各行との間でリスケジュール交渉を始めた。Xに対しても同年２月10日に交渉に訪れ、本
件融資につき１年間元本返済猶予を、本件オプション取引については決済用の資金確保のため継
続を申し入れたが、Xの担当者よりこの申し出の当否を判断するための資料等を求められた。
　平成21年３月９日付けで、Ｙ１は、Ｙ１を新設分割会社とし、Ｙ１の資産（平成20年12月31日
時点の簿価で約６億0762万円）、負債（同、約6256万円）、雇用契約、Ｙ１が行っていた事業に
係る取引契約及び事業に関連する一切の契約を新設分割設立会社とするＹ３に承継させ、Ｙ３が
発行する株式3,000株全てについてＹ１が割当を受ける新設分割計画を作成し、同月29日に臨時
株主総会において新設分割契約が承認されたとして、同年４月１日に新設分割を行い、Ｙ３を設
立した。しかし、Ｙ１の有利子負債約５億6211万円のうち約５億5310万円は承継の対象から除
外しており、Ｙ１のXに対する契約についてもＹ３へ継承されなかった。
　この新設分割により、Ｙ１は事業活動を停止し、事実上休眠状態となった。Xの担当者は２月
の交渉以降、Ｙ１からの具体的な提案を待っていたが、平成21年４月13日にＹ１を訪問した際に、
本件新設分割を初めて知らされた。
（６）　Ｙ３の新株発行
　Y3は、平成21年６月５日開催の株主総会で、払込金額を１株あたり100円、払込期日を同年７
月１日として２万7,000株の株式を第三者に割り当て発行する旨を決議し、その旨の募集株式を
発行した。但し、この割当先のうち、２万5830株を引き受けた訴外A社は、Ｙ２により平成15年
４月１日に設立された会社であり、Ｙ２が代表取締役を務め、以前はＹ１で販売する商品の輸入
業務等を行っていたが、本件新株発行時には休眠状態であった。
　この結果、発行済株式総数は３万株となり、Ｙ１の所有比率は10%に低下した。
（７）　法人格否認の法理適用に関する双方の主張
　Xは、Ｙ３はＹ１の取締役が代表取締役を務め、Ｙ１の資産のほぼ全てを承継し、Ｙ１の事業をそ
のまま続けているが、Ｙ１のXを含む金融機関に対する債務を承継せず、Ｙ３は新設分割後に新株
発行を行ってＹ１の所有比率を10％に希釈化させ、株式の価値を著しく減少させたことに照らし、
本件新設分割は金融機関に対する債務の支払を免れる目的で行ったものであり、信義則上、Ｙ３
はＹ１と別の法人格を有することを主張できない、と主張した。
　これに対し、Ｙらは、本件新設分割はＹ３を設立してＹ１を持株会社化したにすぎず、Ｙ１とＹ３
とは別個の法人として存在しており、Ｙ１がＹ３を道具として支配しているわけではなく、また、
本件新設分割によってＹ１はＹ３に承継させた資産と同価値の株式を取得しているから、Xに不利
益はない、と主張した。また、本件新設分割は、Ｙ１がXを含む金融機関との間で債務弁済方法
の変更等の協議を行っていたものの、Xが応じなかったため、事業を継続するためにやむを得ず
行ったものであり、事業再生目的という正当な理由に基づくものであり、また、Ｙ３の新株発行は、
本件新設分割の３か月後に行われたものであって、本件新設分割当時に予定されておらず、Ｙ３
が金融機関から借入を行うことができなかったために資金調達目的で行ったものであり、本件新
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設分割とは無関係である、と主張した。
２．判旨
　Xの請求認容（控訴）。
　「Ｙ１は、本件新設分割によりＹ３の株式3,000株を割り当てられていたところ、本件新株発行
によりＹ１の持株比率は100％から10％まで低下し、１株当たりの資本金額も、本件新設分割当
時には１万円であったのが、本件新株発行により1100円まで低下していること、本件新株発行
後の金融機関に対する債務の履行についてＹ１に確たる目算があったことをうかがわせる事実も
見当たらないこと、Ｙ２は金融機関からＹ３の株式の仮差押えを受けたことが本件新株発行の理
由の一つである旨供述していることに照らせば、本件新株発行は、Ｙ１が保有するＹ３の株式の
価値を著しく毀損させ、本件新株発行により持株会社となったＹ１が株式の譲渡収入や配当を返
済原資として金融機関に対する債務を履行することを困難にするものであって、Ｙ２を含むＹ３の
経営陣（Ｙ１のそれと共通する。）は、そうした効果を招来することを認識した上で本件新株発
行を実施したものというべきである。」
　「Ｙ１はXを含む金融機関との間でリスケジュール交渉を始めて間もない時期に、金融機関その
他の債権者に告知のないまま本件新設分割を計画して実行し、Ｙ１資産のほぼ全てと金融機関か
らの借入金を除くわずかな負債をＹ３に承継させ、同じ商号を名乗らせてY １の事業をそのまま続
けさせる一方、Ｙ１の資産をＹ３の株式に換えた上、本件新株発行によって当該株式の価値を著
しく低下させたものであって、Ｙ１は、専ら、Xを含む金融機関に対する支払を事実上免れる目
的で、別会社であるＹ３を設立し、同じ目的の下、一連の行為として本件新株発行を行ったもの
と認めるのが相当である。
　そして、Ｙ１は本件新設分割及び本件新株発行により、Xを含む金融機関に対する債務を事実
上免れる目的でＹ３の法人格を濫用したものであるから、Ｙ１及びＹ３は、信義則上、Xに対し、
法人格が異なることを主張することはできず、Ｙ１及びＹ３は、連帯して、Xに対する債務を負う
ものというべきである。」
　「仮に本件新設分割が事業の再生という目的によるものであったとしても、そのことによって
専ら債務を免れることを目的とする会社分割が正当化できるものではない。…会社法上、分割会
社の債務の履行の見込みがないことそれ自体によって会社分割の効力が否定されることはないと
しても、そのことと法人格濫用の法理の適用とは別論であって、専ら債務の免脱を目的として会
社分割を行った場合等、その制度を濫用して別法人である新設分割設立会社を設立したときには
同法理の適用が認められてしかるべきである。」
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三、会社分割を用いた第二会社の法人格が争われた裁判例
　法人格否認の法理は、後述の通り、最高裁昭和44年２月27日判決でその適用が認められて以来、
契約上・法律上の義務の潜脱の防止、契約相手方の信頼の保護、有限責任の否定等で、衡平な解
決を導くために用いられている。ここでは、会社分割の手法を用いた第二会社方式で、法人格否
認の法理の適用を主張して、第二会社の法人格が争われた裁判例をみておきたい。
（１）　大阪地判平成22年10月４日金法1920号118頁
　大阪地判平成22年10月４日金法1920号118頁は、債務超過の状態であった第一会社が、原告
を含めた金融機関に対し、会社分割による再生を図り、第二会社が事業を承継するものの債務を
引き継がない旨を説明し、実行したが、第一会社が債権者に対する弁済を行えなかったため、第
二会社に対して法人格否認の法理等により債務弁済を求めた事案である。裁判所は、法人格否認
の法理の適用につき、支配の要件、目的の要件が具備される必要があることを指摘し、当事者間
で争いがある目的の要件の充足について検討した。まず、新設分割手続においては、分割会社の
純資産総額に変動を生じないことに鑑み、法律上債権者保護手続が設けられていないことから、
新設分割により分割会社の債権者の強制執行の引当財産に変動を生じるとの結果は法が是認する
ものであり、詐害行為取消権、破産申立を前提とした否認権、取締役に対する責任等の成立は別
として、債権者としても特段の事情がない限りこの変動を是認せざるを得ないと述べた。さらに、
事業継続上不可欠な債務は、再建型倒産処理手続においても一定の要件のもとで随時の弁済をす
ることができること、事業を継続して得た収益をもって配当原資に充てることが予定されている
ことに鑑みれば、事業用債務を承継する一方、それ以外の債務は承継しないとしても、直ちに、
承継しなかった債務について弁済を免れるために行われたと推認することはできないと述べた。
そのうえで、この目的の要件が推認できるのは①倒産状態にないにもかかわらずこれを偽装して
行われた、②会社分割の内容が、実質的にみても債権者平等原則の要請に著しく反する、③会社
分割の内容が、分割会社の債権者に対する配当の見込みを明らかに減少させる、④会社分割の手
続において、財産状況等について明らかに虚偽の説明を行った、等特段の事情がある場合という
べきであると述べ、当該事案では、会社分割前における分割会社の配当率に比べ、分割後の分割
会社の配当率が下がることが立証されておらず、目的の要件の存在を推認するには足りないとし
て法人格否認の法理の適用を否定した。
（２）　福岡地判平成23年２月17日金法1923号95頁
　福岡地判平成23年２月17日金法1923号95頁は、先順位根抵当権を有する債権者に対しては
交渉を行う一方で、後順位債権者である原告に対しては会社分割の具体的内容を実行後まで明ら
かにせず会社分割を実行し、当該会社分割では原告に対する債務は継承されず、分割会社の株式
は分割会社の代表者の妻に譲渡したことから、当該会社分割は債務を免脱する不当な目的で行わ
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れたことが明らかであり、信義則上、分割会社と新設会社の法人格が別であることを主張できな
いとして、新設会社に債務弁済を求めた事案である。裁判所は、分割会社と新設会社ではその事
業実態や支配実態は実質的に変化がなく、法人が支配者により意のままに道具として支配されて
いるとして「支配要件」を満たしており、また、原告以外の債権者の債務は、会社分割によって
事業継続に必要な債務についての債権者は担保権を有さなくても全額が承継され弁済を受ける見
込みがあり、先順位担保権を有する金融機関も担保不動産からの配当見込金額を大きく超える額
が新設会社に承継され相当部分の回収が期待できるのに対し、原告は会社分割が行われずに破産
手続が行われた場合に比べ、会社分割によって弁済や配当を受けられる可能性はほぼないに等し
く、破綻状態にあった分割会社について破産手続あるいは民事再生手続が行われた場合と比較し
て明らかに債権者間の公平を欠く極めて恣意的なものであり、信義則に反するものであると述べ、
再建スキームの主な目的は分割会社の債務の半分近くを占める原告の債務の支払を免れることに
あるとして「目的の要件」の充足を認め、法人格否認の法理の適用を肯定した。
（３）　福岡高判平成23年10月27日金法1936号74頁
　債務処理のため新設分割により新設会社に事業を移転したものの、事業上の債務を除き、債務
を新設会社に継承せず（その後廃業）、また、新設会社の株式を分割会社の代表者の子に譲渡し、
新設会社が新たに募集株式を発行しこれを同じく分割会社の代表者の子に割り当てたことから、
貸付金債権を譲り受けたサービサーが、新設会社に対して、主位的に法人格否認の法理、予備的
に不法行為又は詐害行為取消権に基づき残債務の支払いを求めた事案である。原審である福岡地
判平成22年１月14日金法1910号88頁は、自らの事業再生について債権者に協力を求め、事業
再編スキームの設計、実行にあたり、債権者と連携して進めるとの信頼を与えるような言動を取
り、かつ会社分割スキームについて債権者と協議しており、そのような密接な協議関係に入った
以上、分割会社は信義則上の義務を負担するものであり、これら一連一体の手続を全体としてみ
て、新設会社が債務負担を免れようという不当な意図、目的に基づくものであるとして、信義則
違反を理由とする法人格否認の法理の適用を肯定し新設会社の責任を認めた。これに対し、控訴
審である福岡高判平成23年10月27日金法1936号74頁１は、分割会社の代表者と新設会社の代表
者の関係として親子関係があることは認められるものの、それ以上に分割会社が新設会社を支配
している事情が証拠上窺うことができない、また、返済や会社分割に関する交渉を主導的主体的
に行っていたのは分割会社であって、新設会社が債権者との関係で信義則上何らかの責任や義務
を負うとまでは解し難いとして、法人格否認の法理の適用を否定した。その上で、新設分割は詐
害行為を構成するとして、詐害行為取消権の行使を認めた。
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四、法人格否認の法理と詐害行為取消請求権
１．問題点−詐害的な会社分割に対する債権者の対応策
　第二会社方式による事業再生は、債務者にとり債務を縮減して事業を継続することができると
いう点で大きなメリットがあるが、第二会社が優良な事業のみを継続する結果、第二会社のキャッ
シュフローが好転し債務の弁済可能性が高まることにより、当初段階において第一会社を特別清
算等により処理し配当を受けるよりも多額の弁済を受けることが可能となる点で債権者にとって
もメリットがある事業再生方法といえる。
　この第二会社方式の手法としては、現物出資、事業譲渡、会社分割がある。このうち、会社分
割を用いた第二会社方式では、第一会社の「資産」「債務」のそれぞれ一部を会社分割の手法を
用いて第二会社に移転する。
　ところで、会社分割は、分割会社である第一会社が分割計画を作成し、第一会社の株主総会の
決議を経て、実行することとされており、第一会社に残す「資産」「債務」は第一会社が決定する。
会社法上、会社分割は物的分割であり、分割実行時には新設会社の株式は第一会社が保有する。
したがって、第一会社は新設会社に移転した純資産に相当する価値を有する株式を取得し、第一
会社の純資産は変動しない。このため、現行会社法上、第一会社に残される債権者は、債権者異
議手続に参加することができず（会社法789条１項２号、810条１項２号）、会社分割無効の訴
えの原告適格も与えられていない（会社法828条２項９号、同10号）。それでも、平成17年改正
前商法までは「債務の履行の見込み」があることが会社分割の要件と解することができる条文が
用意されていたが、会社法ではそれもなくなった２。そこで、会社分割に際して、資産のほぼ全
てを第二会社に移転する一方、債務については事業継続に必要な取引上の債務のみを第二会社に
移転し、金融機関から調達した有利子負債の大半を第一会社に置き去りにする例が見受けられる
ようになった。この例では、第一会社に残される資産は、第二会社の株式のみと言ってよい状態
となる。第二会社の株式が高値で売却できる、もしくは第二会社から高額の配当が期待できる、
というケースが考えられないわけではないが、第一会社にはキャッシュフローが発生しないこと
が多い。事実上、債務の弁済を免れるものであり、詐害的な第二会社方式と言えるものである。
　このような場合であっても、前述の通り、第一会社の債権者には、会社分割無効の訴えが認め
られていない。そこで、このような詐害的な第二会社方式への対策として、債権者は法人格否認
の法理の適用を主張し、または、詐害行為取消（民法424条１項）を主張して、訴えを提起して
きた。
　本件でも、Xは、Ｙ３の法人格否認、あるいは、本件新設分割を詐害行為として取り消し得る
ことを理由として請求している。そこで、まず、法人格否認の法理、詐害行為取消権の要件につ
いて整理する。
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２．法人格否認の法理
　法人格否認の法理とは、株主と会社との関係が密接なケースに、両者の法人格の独立性を形式
的に貫くことが正義・衡平に反する場合に、特定の事案につき会社の独立性を否定し、会社とそ
の背後の株主を同一視して事案の衡平な解決を図る法理である３。会社の存在を全面的に否定す
る方法としては解散命令が制度化されているが（会社法824条）、法人格否認の法理は会社の存
在を認めながら、特定の事案に限って法人格の機能を否定するものである。すなわち、法人格の
機能として、会社の対外的活動から生じた権利・義務は会社に帰属し、かつ、会社に対し効果を
生ずる財産法上の行為は会社の機関が行い、株主は直接それを行う権限を有しないことがあげら
れるが、法人格否認の法理はこれを否認するものである。
　法人格否認の法理の実定上の根拠として、権利濫用禁止（民法１条３項）の類推解釈に求める
見解４と、会社の法人性の規定（会社法３条）の解釈に求める見解５がある。最高裁昭和44年２
月27日判決６は、「法人格が全くの形骸にすぎない場合、またはそれが法律の適用を回避するた
めに濫用されるが如き場合においては、法人格を認めることは、法人格なるものの本来の目的に
照らして許すべからざるものというべきであり、法人格を否認すべきことが要請される場合を生
じるのである。」と述べ、法人格否認の法理の適用を初めて認めた。これに続き、最高裁昭和48
年10月26日判決７も、法人格の濫用を支配の「実質的同一性」を根拠に法人格否認の法理の適用
を認めた。それ以降も法人格否認の法理の適用例は続いており、判例法理として成立している。
　この最高裁昭和44年判決が述べるように、法人格否認の法理は、形骸事例と濫用事例に適用
される８。形骸化とは、法人が名ばかりであって、会社が実質的には株主の個人営業である状態、
または、子会社が親会社の営業の一部門に過ぎない状態をいうとされる９。多くは、広義の一人
会社であり、株主総会などの不開催、会社と株主との業務の混同、会社と株主との財産の混同な
どの法人形式の諸徴表の積み重ねにより、形骸化を認定している10。しかし、親子会社の場合に、
親会社による子会社の現実的支配及び子会社債権者の特に保護に値する事情があれば、法人形式
無視の諸徴表がなくとも、法人格否認の法理の適用を認めた事例もある11。
　また、濫用とは、主観的濫用論によると、法人格が株主により意のままに道具として支配され
ているという支配の要件、支配者に違法または不当の目的の存在という目的の要件のもとに12、
法人格を利用する場合をいう。法人格の利用による法律規定の潜脱または契約義務の回避、法人
格の利用による債権者詐害に分類される。この主観的濫用論に対し、目的の要件は不要であり、
法人格の利用が客観的に社会観念上容認できないことで足りるとする客観的濫用論がある13。こ
れは、主観的濫用論での法人格の形骸化という不明確な要件を不要とすると主張される。しかし、
判例は支配者の主観的濫用の意図が認定できない場合に、形骸化という要件を用意したと見られ
ることから、主観的濫用論を採用していると解されている14。
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３．詐害行為取消権
　詐害的な会社分割であるとして、債権者側から詐害行為取消が主張されることがある。本件で
も、Xは本件新設分割を詐害行為として取り消すことも「選択的併合」として主張している。
　詐害行為取消権とは、裁判上、債務者が債権者を害することを知ってした法律行為の取消を債
権者が求めることができる権利をいう。詐害行為取消権の対象となる債務者の法律行為は、財産
権を目的とする法律行為であることが要件であり、平成17年改正前商法のもとでは会社分割は
組織法上の行為であり、詐害行為取消権を行使できないとの見解があった15。しかし、従来から
組織法上の行為である会社の設立について判例は詐害行為取消権の対象となることを明らかにし
ており、会社法のもとでは裁判例も会社分割に詐害行為取消権の行使を認める同様の立場を取っ
ていた。このような流れのもと、平成24年10月12日、最高裁は新設分割により設立された会社
に債務が承継されず、新設分割について異議を述べることができない分割会社の債権者は詐害行
為取消権を行使して新設分割を取り消すことができると判示した15。会社分割は、法律行為によっ
て事業の全部または一部が別の権利義務の主体に承継されるという点では事業譲渡と異ならず、
財産の移転を要素とするものであり、会社分割も詐害行為取消権の対象となると考えるのが妥当
である。
　詐害行為取消権の行使には、債務者側の要件として、詐害性、詐害意思が必要である。詐害性
とは、債務者の法律行為につき詐害性を有することであり、例えば、債務者の法律行為によって、
債務者が無資力となり、債権者が債権の全額の弁済を受けることができないことをいう。この点、
会社分割では、新設分割で分割会社に交付する株式は、新設会社に移転した純財産の額に等しく、
債務者の一般財産は減少していないとして、詐害性を否定する考え方もあった。しかし、この詐
害性については、計算上、債務者の一般財産が減少していないとしても、債務者の一般財産の共
同担保としての価値が実質的に毀損し、債権者が自己の債権について弁済を受けることがより困
難となったか否かという点から判断すべきである16。また、詐害意思については、債務者が行為
時に債権者を害することを知っていたことが必要であり、債務者が債権者を害することを意図、
または、それを欲していたことは要しないと解されている17。事業再生にあたり第二会社を設け
るための会社分割では、優良な事業とその取引維持のために必要な債務についてのみ第二会社に
切り出し、不良事業や一般的な債務については第一会社に残しており、この第一会社に債務弁済
能力がなく、事実上、債務者からの一方的な債務の切り捨て行為であるならば、少なくとも債務
者は弁済が事実上不可能であることを知っており、詐害意思の認定は可能と考えられる。
　さらに、受益者・転得者が行為時に債権者を害することを知っていることも必要である。会社
分割における受益者については、吸収分割の場合には、事業譲渡と同様に承継会社が受益者であ
り、善意か否かは承継会社の代表取締役について判断すべきと考えられる。しかし、新設分割の
場合には、吸収分割と同様に新設会社とすると、詐害行為時に新設会社がまだ存在しないので、
誰について善意か否か判断すべきか、という疑問がある。この点、会社の設立行為について詐害
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行為取消権を認めた事案があり、設立者について善意か否か判断することとされた。そうすると、
新設分割においても、設立者である分割会社の代表取締役について判断すべきと考えることにな
ろう。
４．両者の関係
　詐害的会社分割で債権者を保護するためには、詐害行為取消権の行使によるべきか、法人格否
認の法理の要件を満たすことによりその適用も認められるのかについては議論がある18。詐害行
為取消権の行使によるべきとする立場からは、法人格否認の法理における濫用事例には支配要件
と目的要件があるが、詐害的目的を認められるときには、詐害行為取消権により債権者の保護が
実現でき、よって明文規定で解決できる場合に、一般法理を持ち出す必要がないと主張される。
　しかし、詐害行為取消権の行使と、法人格否認の法理の適用とでは、その効果に差異がある。
　新設分割が詐害的であるとして、法人格否認の法理の適用が認められた場合、分割会社と新設
会社は同一視される。したがって、当該訴訟の債権者の債権額につき、新設会社は分割会社の債
務を負うこととなる。
　これに対して、詐害行為取消権が認められた場合、取消の範囲は、原則として、債権者の被保
全債権額を限度とし、現物の返還によることとなる。但し、詐害行為の目的物が不可分であると
きは、取消の範囲は目的物全体に及ぶとされる19。しかし、会社分割を不可分であるとして移転
した資産全部につき取消を認めると、被担保債権の額に比して過大な移転資産全部についての取
消を認めることとなり、詐害行為取消の目的を逸脱する危険がある。また、移転した資産を全て
分割会社に返還することとなると、実質的に会社分割を否定することとなる。相対効しか持たな
い詐害行為取消権に絶対効を与えることとなると批判されている。そこで、このような場合、現
物返還ではなく、価額賠償の方法をとることができる20。現物返還に代わる価格賠償では、債権
者の債権額のみならず、分割会社から移転した責任財産の額でも制限される。
　このように、法人格否認の法理の適用と、詐害行為取消権の行使では、効果が異なることとな
る。確かに、詐害行為取消権行使に比して法人格否認の法理の適用では新設会社の債務負担額が
過大となることから、新設会社の債権者が不利益を受けることになるは否めない。しかし、効果
に差異が認められる以上、それを排斥する規律がない限り、法人格否認の法理の要件を満たす場
合には、法人格否認の法理の適用を認めるべきと考える。
五、本件における法人格否認の法理の適用要件の検討
１．支配の要件
　濫用事例における支配の要件では、ある者が実質的に会社の資本の全額を出資し、かつ、会社
の運営を意のままに行っていたということが必要と解されている21。これは、両者が実質的に同
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一であることを意味している。
　これを第二会社方式でみると、事業の主要な要素である、商号、本店及び支店等の所在地、事
業内容、役員、従業員等を第一会社から第二会社に移転し、第二会社が従前の第一会社の事業を
そのまま継続する場合、事業実態に実質的な変化はないといえよう。また、福岡地判平成23年
２月17日、福岡高判平成23年10月27日の事案に見られるように、第二会社の株式譲渡、募集株
式の発行等により第二会社の支配権を第一会社の支配株主に移転させ、第一株式の支配株主が第
二会社の株主に横滑りすることも多い。これらの場合、支配実態に実質的変化はない。福岡地判
平成23年２月17日が判示したように、事業実態と支配実態に実質的変化がなく、法人が支配者
により意のままに道具として支配されている場合、支配の要件を満たすと考えられる。
　本件では、Ｙ１の新設分割によりＹ３が設立され、本店所在地をＹ１の本店所在地に定め、Ｙ１
の代表取締役Ｙ２や取締役がＹ３の代表取締役や取締役に就任し、Ｙ１のほぼ全ての資産を承継し、
Ｙ１が行っていた事業を承継している。かかる事情のもとで、裁判所は、新設分割前のＹ１と新
設分割によって設立されたＹ３とは、Xを始めとする「金融機関に対する債務を承継していない
という一点を除き、その実体を同じくするもの」と判示しているが、妥当である。また、Ｙ３は
新設分割の３か月後に募集株式を発行し、Ｙ１の持株比率は100％から10％に低下しているが、
募集株式の９割以上をＹ２が代表取締役を務める休眠会社の訴外会社が取得したことから、新株
発行後のＹ３とＹ１との実質的同一性についても変わりはないといえる。本件での支配の要件は
充足しているといえよう。
２．目的の要件
　つぎに、法人格否認の法理の適用における目的の要件の充足について検討する。そもそも第二
会社方式は、過剰な債務を削ぎ落とす手法であるから、一部の債務につき実質的に免れる目的が
あることには相違ない。しかし、このことだけで、法人格否認の法理における目的の要件を充足
すると解することはできない。債権者の立場からは、第二会社方式は、第一会社に対する債権を
切り捨てるものの、第二会社に移転された債権回収の確実性を高め、結果として、第一会社をそ
のまま破綻させるよりも債権回収額を高めることができるというメリットがある。このような経
済的合理性が確保されるのであれば、債権者としても第二会社方式を受け入れることができる。
このように、第二会社方式をとること自体が、法人格の濫用につながるものではない。
　債務者が第二会社方式による再生を図るにつき、債権者がメリットを感じ、債権者が同意して
いるケースはそもそも問題がない。これに対し、債権者が同意していないケースには、問題が生
じることがある。例えば、債権者に再生計画を秘匿し、または債権者に虚偽説明を行い、第二会
社方式による再生を実行する場合は、そもそも債務者自身が再生計画の不合理性を認識している
ことの現れであるし、信義に反するともいえる。また、大阪地判平成22年10月４日が述べるよ
うに、事業継続上不可欠な債務は、再建型倒産処理手続においても一定の要件のもとで随時の弁
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済をすることができること、事業収益を配当原資に充てることが予定されていることから、事業
継続上不可欠な債務以外を承継しなかったことをもって、直ちに、弁済を免れるために行われた
と推認することはできないが、会社分割により債権者の利益を失わせるようなケース、つまり、
第一会社をそのまま破綻させる場合に比して債権者の損失が拡大するケースは、債権者を害する
ものといわざるを得ない。さらに、福岡地判平成23年２月17日の事案のように、債権者間の平
等が著しく衡平に反する場合も、狙い撃ちした債務の切り捨てであり、法的整理との均衡上も信
義に反するといえよう。加えて、第一会社が債務超過にあるにもかかわらず、第二会社への資産
を移転し、第二会社の支配権を第一会社の株主に移転することは、実質的に第一会社の財産を株
主に移転するものであり財産隠匿行為である。そして、そもそも、第二会社方式が債務者主導の
下に行われることから、問題となる以上のケースは、債務者が望んだものであり、ここに「債務
者の目的」がある。
　本件においては、Ｙ１はほぼ全ての資産である約６億0762千円の資産をＹ３に移転する一方で、
債務についてはわずか約6256万円をＹ３に継承させるとどまり、有利子負債の約５億6211万円
のうちほぼ全てとなる５億5310万円をＹ３に承継させていない。このように対金融機関債務のほ
ぼ全額をＹ１に置き去りにするもので、著しく債権者間の平等を欠くものである。このためか、
Ｙ１はXを含む金融機関には会社分割計画を伝えておらず、一方的な第二会社方式の実行であっ
た。また、Ｙ３株式を早期に売却するなど、Ｙ１を第二会社方式による再生なく破綻させるよりも、
この第二会社方式によるほうがXにより高額な債権回収が図られるという事情も認められない。
その上、Ｙ３が募集株式を発行している。この新株発行によりＹ３が得た資金はわずか270万円で
あり、Ｙ３の事業規模からも資金調達目的とは窺えないのに対して、①当初１株あたりの資本金
額が１万円であったにもかかわらず、わずか３か月後にＹ３が１株あたりわずか100円で募集株
式の発行をしたこと、②発行済株式総数の９倍にも２万7000株もの株式を発行したことにより、
Ｙ１の持株比率は100％から10％に低下していること、以上から、新株発行によりＹ１が保有す
るＹ３株式の価値は著しく毀損しており、Ｙ３株式のみがＹ１の返済原資であるにもかかわらず、
このような新株発行は金融機関への弁済を著しく困難にするものである。さらに、発行された新
株の大部分をＹ２が代表取締役を務め、当時休眠会社であった訴外会社が取得したことは、Ｙ３
の資産を破綻が見込まれるＹ１からＹ２へ移転する目的があると窺える。以上の経緯と、新設分
割から新株発行までわずかに３か月という短期であることも鑑みると、Ｙ１は債務を免れる目的
により一連の新設分割及び新株発行に至ったものと考えられる。
　以上、本件では、①債権者に秘匿した会社分割であること、②著しく債権者平等原則に反する
分割内容であること、③会社分割により第一会社に置き去りにされる債権者の回収可能性は減少
し、実質的に損失が拡大しており、さらに、新株発行により債権者の損失は決定的となったこと、
④債権者への配当を回避するため支配権を移していることが認められ、目的の要件を充足してい
るといえよう。この点、裁判所は、「Xを含む金融機関に対する支払を事実上免れる目的で、別
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会社であるＹ３を設立し、同じ目的の下、一連の行為として本件新株発行を行ったものと認める
のが相当」と判示しており妥当である。
六、結びにかえて
　法人格否認の法理適用にあたっては、支配の要件、目的の要件が必要であるところ、本稿は、
第二会社方式での債務の切り捨て自体が法人格の濫用につながるものではなく、債権者との信頼
関係、債権者平等原則、債権者の回収可能性、執行免脱行為の有無から目的の要件の充足を判断
すべきであると考える。
　ところで、今般、会社法制見直しのなかで、詐害的会社分割に対する対応が図られることとなっ
た。今般の改正では、分割会社が残存する債権者を害することを知って会社分割をした場合には、
新設会社が承継した財産を限度として債務の履行を請求することができるとされる。今後は、こ
の「債権者を害することを知って」との解釈が問われることになろう。この改正は、詐害行為取
消権に加える形で新規律を設けるものではあるが、「債権者を害することを知って」との解釈に
ついては、詐害行為取消権における場合よりゆるめると、債権者を保護しすぎるきらいがあると
して、詐害行為取消権におけるのと同様に解する見解がある22。この点は、改正後に裁判例が積
み重なることで整理されていくことになると思われるが、本稿で示した法人格否認の法理適用場
面での目的の要件はひとつの示唆になると考える。いずれにせよ、事業再生目的での経済合理性
ある第二会社方式については、今後もニーズは存在すると考えられるところ、今般の改正により
第二会社方式では事前に主要な債権者の同意を得ることで「債権者を害する」ことのないよう会
社分割計画を立案することが肝要となろう。
 （たかぎし　なおき・高崎経済大学地域政策学部非常勤講師）
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